
令 和 7 年 8 月 1 日
農 林 水 産 省プレスリリース

農業競争力強化支援法に基づく事業再編計画の認定につい
て（株式会社丸三美田実郎商店）

農林水産省は、株式会社丸三美田実郎商店（法人番号：2450001007666）から提出された「事業
再編計画」について、6月13日付けで認定を行いました。

1.事業再編計画の認定

株式会社丸三美田実郎商店から提出された「事業再編計画」について、農業競争力強化支援法
（平成29年法律第35号）第18条第6項に基づき審査した結果、同法第2条第5項に規定する事業再編
を行うものとして、同法で定める要件を満たすと認められるため、6月13日付けで「事業再編計
画」の認定を行いました。今回の認定により、株式会社日本政策金融公庫による低利融資を受け
ることが可能となります。
（参考）農業競争力強化支援法の概要

農業資材事業や農産物流通等事業の事業再編等を促進するための措置を講ずること等により、農
業者による農業の競争力の強化の取組を支援し、農業や農業生産関連事業の健全な発展に寄与す
ることを目的としています。

2.事業再編計画の概要

株式会社丸三美田実郎商店は、株式会社カワハラデンプンを子会社化し、国産ばれいしょでん粉
及び製品の生産体制の強化・効率化を図ることにより、グループ一体となって、供給が不足する
国産ばれいしょでん粉製品を増産し、生産者の販売機会の拡大及び経営安定・発展につなげるこ
とを目指します。

3.事業再編計画の認定期間

開始時期：令和7年8月

終了時期：令和11年3月

4.申請者の概要

名称：株式会社丸三美田実郎商店
住所：北海道士別市上士別町16線北2番地
代表者：代表取締役太田壽一
資本金：20百万円

添付資料

株式会社丸三美田実郎商店の事業再編計画の概要(PDF : 103KB)

認定事業再編計画内容の公表(PDF : 98KB)
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【お問合せ先】
農産局地域作物課
担当者：伊藤、石崎
代表：03-3502-8111（内線4841）
ダイヤルイン：03-6744-2115
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株式会社丸三美田実郎商店の事業再編計画の概要

令和７年８月１日

株式会社丸三美田実郎商店（以下「美田社」）は、株式会社カワハラデンプンを子

会社化し、美田社の原料集荷や営業力などのノウハウを活用し、国産ばれいしょで

ん粉及び製品の生産体制の強化・効率化を図ることにより、グループ一体となって、

供給が不足する国産ばれいしょでん粉製品を増産し、生産者の販売機会の拡大及

び経営安定・発展につなげることを目指す。

＜事業再編計画概要＞

【実施時期】 令和7年8月～令和11年3月

【目標】

（農産物流通等の合理化）

○ ばれいしょ調達量 R6年度：7,200トン→ R10年度：7,800トン

○ ばれいしょでん粉製品の販売量 R6年度：1,200トン→ R10年度：1,300トン

（生産性の向上）

○ 従業員一人あたりの付加価値額

R6年度：7,302千円→ R10年度：8,583千円（17.5％向上）

○ でん粉工場の稼働率 R6年度：70％ → R10年度：75.8％

（労務に関する事項）

○ 事業再編に伴う従業員の解雇等はない

（株）丸三美田実郎商店

・原料集荷体制強化

・ばれいしょでん粉製品の生産体制

の強化、生産の効率化
融資 日本政策金融公庫

（株）カワハラデンプン

・ばれいしょでん粉の製造
体制の強化、製造の効率
化

子会社化

まるさんみたじつろう

株式譲渡



様式第四（第６条関係） 

 

認定事業再編計画の内容の公表 

 

１．認定をした年月日 

    令和７年６月 13 日 

 

２．認定事業再編事業者名 

   株式会社丸三美田実郎商店 

 

３．認定事業再編計画の目標 

 (1) 事業再編に係る事業の目標 

 株式会社丸三美田実郎商店（以下「美田社」）は、株式会社カワハラデンプンを子会社化し、

美田社の原料集荷や営業力などのノウハウを活用し、国産ばれいしょでん粉及び製品の生産体

制の強化・効率化を図ることにより、グループ一体となって、供給が不足する国産ばれいしょ

でん粉製品を増産し、生産者の販売機会の拡大及び経営安定・発展につなげることを目指す。 

 

 (2) 農産物流通等の合理化に関する数値目標並びに生産性及び財務内容の健全性の向上を示す数

値目標 

    ① 農産物流通等の合理化に関する数値目標 

 過去にばれいしょの取引があったが現在は取引がない農業者、そして当社周辺地域でまだ

取引をしたことがない農業者にアプローチを行い、原料となる規格外ばれいしょの集荷量増

加（農業者 1 件あたり 10ｔとして 30 件、合計 300ｔの増加）と固定価格による長期間の契約

栽培の締結（R6 年度実績 4.5ha から R10 年度計画 12.0ha の増加、原料として 300ｔの増加）

を実施する。それにより、馬鈴しょの調達量を8.3％（R6年度実績7,200ｔ→R10年度計画7,800

ｔ）増加させることを目標とする。 

また、ばれいしょでん粉の販売量を 8.3％増加（R6 年度実績 1,200ｔ→R10 年度計画 1,300

ｔ）させることを目指す。 

    ② 生産性の向上を示す数値目標 

 生産性の向上に関しては、従業員 1 人あたりの付加価値額を令和 6 年 3 月末から令和 11 年

3 月末には 17.5％向上させることを目標とする。 

    ③ 財務内容の健全性の向上を示す数値目標 

財務内容の健全性の向上に関しては、令和 11 年 3 月末において当社の有利子負債はキャッ

シュフローの 10 倍以内、経常収支比率は 100％を超える予定である。 

 

４．認定事業再編計画に係る事業再編の内容 

 (1) 事業再編に係る事業の内容 

   ① 計画の対象となる事業 

飲食料品の製造事業 

 

  ② 実施する事業の構造の変更と方式の変更の内容 

    （事業の構造の変更） 

      ばれいしょでん粉の製造を行う株式会社カワハラデンプンの子会社化 

 

    （事業方式の変更） 

    株式会社カワハラデンプンがグループとなることで、それぞれで調達していた包装資材の

共通化等を行い、経営の効率化を図る。 

 

 (2) 事業再編を行う場所の住所 

    株式会社丸三美田実郎商店 北海道士別市上士別町 16 線北 2番地 

 

 (3) 関係事業者又は外国関係法人に関する事項 

     該当なし。 



     

 (4) 事業再編を実施するための措置の内容 

     別表のとおり。 

     

５．事業再編の開始時期及び終了時期 

  開始時期：令和７年８月 

  終了時期：令和 11 年３月 

 

６．事業再編に伴う労務に関する事項 

   事業再編に伴い出向又は解雇される従業員はいない。 

 

７．事業再編に係る競争に関する事項 

 該当なし。     

  



別表 事業再編の措置の内容 

 

措置事項 
実施する措置の内容 

及びその実施する時期 
期待する支援措置 

規則第１条第１項の要件   

 

五 他の会社の株式又は持分の

取得（当該取得により当該他の

会社が関係事業者となる場合

に限る。） 

①株式取得会社 

名称：株式会社丸三美田実郎商店 

住所：北海道士別市上士別町 16 線北 2

番地 

代表者：代表取締役 太田 壽一 

資本金：20 百万円 

 

②株式被取得会社 

名称：株式会社カワハラデンプン 

住所：北海道士別市南町西 4 区 1878 

代表者：代表取締役 川原 一夫 

資本金：30 百万円 

 

③取得する株式 

 株式会社カワハラデンプンの代表者

一族が保有する株式の 90.8％ 

 

④派遣する役員の数：2名 

 

⑤株式取得期日：令和 7 年 7 月 31 日 

 

法第 25 条第 1 項（株式

会社日本政策金融公庫

による低利・長期の資

金の貸付け） 

 

法第２条第５項第２号の要件   

 

 

 

 

 

 

農業資材又は農産物に係る新

たな生産若しくは販売の方式の

導入又は設備等その他の経営資

源の高度な利用による農業資材

又は農産物の生産又は販売の効

率化 

株式会社丸三美田実郎商店がこれま

で構築してきた地元の農業者とのつな

がりを活かして、原料となる馬鈴しょ

の集荷力強化や契約栽培を推し進め

て、さらなる製造量増加を図るととも

に、需要家への販売強化を図る。 

 

 

 


